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(57)【要約】
【解決手段】本発明ではヒーター全面に均等に熱を発生
させることができるように設計されたプレート型ヒータ
ーが提供される。かかるプレート型ヒーターは、相互に
接合された第１外側カバーおよび第１中間層を含む上側
要素と、相互に接合された第２外側カバーおよび第２中
間層を含む下側要素とを有して成る。また、かかるプレ
ート型ヒーターでは、上側要素と下側要素との間に加熱
要素が設けられており、かかる加熱要素の２つの端部面
上に配線が積層されている。
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　接合された第１外側カバーおよび第１中間層から成る上側要素、
　接合された第２外側カバーおよび第２中間層から成る下側要素、
　上側要素と下側要素との間に配置された加熱要素、および
　加熱要素の両端部の表面上に積層された配線
を有して成るプレート型ヒーター。
【請求項２】
　加熱要素が炭素化合物である、請求項１に記載のプレート型ヒーター。
【請求項３】
　炭素化合物が、ウレタンポリマー樹脂と導電性粉末と添加剤と希釈溶剤との混合物から
成る、請求項２に記載のプレート型ヒーター。
【請求項４】
　第１中間層および第２中間層が、不織布、紙またはコットンから成る、請求項１に記載
のプレート型ヒーター。
【請求項５】
　第１外側カバーおよび第２外側カバーが、ポリエチレン、ポリプロピレンおよびナイロ
ンから選択される、請求項１に記載のプレート型ヒーター。
【請求項６】
　プレート型ヒーターの製造方法であって、
　接合された外側カバーと中間層とから成る上側要素および下側要素を製造すること、
　下側要素の上部表面全体に加熱要素を設けること、
　電気エネルギーの供給に使用する配線を加熱要素の端部に積層させて取り付けること、
および
　加熱要素を設けた下側要素を上側要素に接合させること
を含んで成る製造方法。
【請求項７】
　外側カバーと中間層との接合を、約１００℃～約１７０℃の融点を有するポリオレフィ
ン樹脂を用いて、押出積層によって行う、請求項６に記載のプレート型ヒーターの製造方
法。
【請求項８】
　加熱要素をグラビア積層印刷によって設ける、請求項６に記載のプレート型ヒーターの
製造方法。
【請求項９】
　約８０＃～約１５０＃というグラビア印刷ローラのメッシュサイズを用いてグラビア積
層を行う、請求項８に記載のプレート型ヒーターの製造方法。
【請求項１０】
　ポリオレフィン樹脂を用いた溶融接合によって配線の接着を行う、請求項６に記載のプ
レート型ヒーターの製造方法。
【請求項１１】
　配線の厚さを調節して、切断せずに１メートル以上の幅を有する製品を製造する、請求
項６に記載のプレート型ヒーターの製造方法。
【請求項１２】
　使用する積層処理が押出積層である、請求項６に記載のプレート型ヒーターの製造方法
。
【請求項１３】
　配線が、実質的に平坦な形状となるように押圧されたフラットなストリップまたは編組
配線である、請求項１に記載のプレート型ヒーター。
【請求項１４】
　第１外側カバーおよび第２外側カバーが、ポリエチレン・フィルム、ポリプロピレン・
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フィルムおよびナイロン・フィルムから選択される、請求項５に記載のプレート型ヒータ
ー。
【請求項１５】
　第１外側カバーに印刷を施す、請求項１４に記載のプレート型ヒーター。
【請求項１６】
　配線が、実質的に平坦な形状となるように押圧されたフラットな配線または編組配線で
ある、請求項１に記載のプレート型ヒーター。
【請求項１７】
　配線が、実質的に平坦な形状となるように押圧された外径が３ｍｍ以上の編組配線であ
る、請求項１６に記載のプレート型ヒーター。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、ヒーターに関し、より詳細にはプレート型ヒーターおよびその製造方法に関
する。
【背景技術】
【０００２】
　ヒーターに電気を加えることによって熱を発生する常套的なプレート型ヒーターは、ク
リーンで大気汚染を生じないだけでなく、その温度を容易に調節することができ、更には
騒音がない。従って、プレート型ヒーターは、マット、ベッド、ベッドマットレス、電気
キルトおよび毛布に幅広く用いられていたり、アパートや一般住宅住居における住宅用途
用加熱デバイス等にも用いられている。更に、プレート型ヒーターは、オフィスおよび店
舗などの商業用建物のためのヒーター、工場、倉庫およびバラックのための産業用ヒータ
ー、更には工業用途のヒーター、および、農業設備（例えば、農産物用のビニールハウス
および乾燥システム）のためのヒーターに使用されていたり、種々の凍結防止システム（
例えば、雪を融かし道路や駐車場の凍結を防止するための装置）にも使用されている。ま
た、プレート型ヒーターは、レクリエーション用途、防寒用途、家庭用電気器具の用途、
鏡やガラス上に蒸気が形成されるのを防止する装置の用途、ヘルスケア用途、家畜の飼育
等の用途も有している。
【０００３】
　図１は、従来技術のプレート型ヒーターの構造を示している図である。図１を参照して
説明すると、従来技術のヒーターは、実質的に、一定間隔を置いて設けられた複数のはし
ご形状の加熱ライン（１１）から構成されている。かかる加熱ライン（１１）から熱が発
生する。加熱ライン（１１）の両端部に設けられている通電フィルム（１２）によって電
気が供給される。加熱ライン（１１）とフィルム（１２）との双方は透明フィルム（１３
）によって覆われている。この場合、透明フィルム（１３）は、加熱ライン（１１）の上
部および底部ならびにフィルム（１２）を覆うように構成されている。
【０００４】
　図１の従来技術の装置では、加熱ライン（１１）がカーボン（炭素）から形成されてい
る。また、通電フィルム（１２）は、銅または銀から形成された薄膜の形態を有している
。フィルム（１２）と加熱ライン（１１）とは、導電性接着剤を用いて相互に取り付けら
れている。透明フィルム（１３）は、ポリエチレン（ＰＥＴ）から形成されている。
【０００５】
　図１に示すプレート型ヒーターの製造方法は次の通りである。
【０００６】
　まず、導電性インク（加熱材料）を用いたプリンタによって、はしごパターン構造の加
熱ライン（１１）を透明ＰＥＴフィルム上に印刷する。
【０００７】
　次に、隣接する加熱ライン（１１）の端部が接続されるように、導電性接着剤を用いて
、銅または銀から成る薄い通電フィルム（１２）を取り付ける。
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【０００８】
　その後、透明フィルム（１３）を加熱ライン（１１）および通電フィルム（１２）の表
面に、乾燥積層法（より具体的には接着－結合法）によって取り付ける。
【０００９】
　図１に示すプレート型ヒーターの態様では、はしごパターンで構成された加熱ライン（
１１）によって熱が発生するようにヒーターが構成されている。従来技術のプレート型ヒ
ーターは、全面に熱を供するプレート型ヒーターではなくライン型ヒーターの形態を実質
的に有している。より具体的にいえば、従来技術のプレート型ヒーターでは、ヒーターの
全面から熱が発生するのではなく、加熱材料が設けられた加熱ライン（１１）に限定して
熱が発生する。
【００１０】
　それゆえ、加熱ライン（１１）にしか熱が発生しないヒーターは、加熱効果が大幅に低
下するといった欠点を有している。
【００１１】
　更に、従来技術においては、通電フィルムにおける電気抵抗自体に制約があり、通電フ
ィルム（１２）に使用される導電性接着剤の迅速な炭化現象について懸念があるために、
加熱領域で５０℃以上の温度を発生させることは為されておらず、あるいは、長期間この
ような加熱装置を使用することは為されていなかった。従って、従来技術のヒーターでは
、より厚い配線を使用し、これを約１メートル以下の区画に切断し、加熱要素を相互に接
続すべくハンダ付けまたは接着によって接続することが好ましい。
【００１２】
　更に、従来技術では、電気および熱の伝導は、加熱要素が印刷された領域でのみ可能で
あるので、装置全体に熱を輸送するには比較的高い温度を発生させる必要があり、通電領
域および通電フィルムに負荷がかかり過ぎる。更に、通電フィルムに使用される導電性接
着剤の炭化現象のために、機能の急速な低下が生じ、通電フィルムまたは導電性印刷要素
の加熱に起因して火災の危険性が高まる。
【００１３】
　更に、従来技術では、特定の長さ（約４０ｃｍ～１００ｃｍ）以上に切断された厚い配
線を用いて接続を行わなければならない。これは、セメント上にタイルを施したような大
面積の建設プロジェクトでの接続を非常に複雑にし、多大な手間を要することになる。
【００１４】
　更に、従来技術では、導電性印刷領域しか遠赤外線を放出しないので、加熱されるべき
領域全体に対する放射線の実際の量は半分に低下する。従来技術の方法を用いる場合、熱
が発生する領域と熱が発生しない領域とが明確に分けられているので、均一な加熱が達成
できない。従って、熱を確実に伝達できる熱伝導体でもって加熱要素を覆う必要がある。
また、加熱要素に発生した誘導電流を処理する方法がないので、静電気によって引き起こ
されるダメージを容認しなければならない。更に、通電プレートは面積が大きいので、比
較的大量の電磁波を発生することになる。
【００１５】
　最後に、接着剤を用いて通電フィルムを所定の位置に固定しようとすれば、かかる接着
に起因してできるだけ厚いフィルムを使用しなければならない。
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【００１６】
　本発明の目的は、ヒーターの面全体（または表面全体）に熱を均一に発生させることが
できるプレート型ヒーターおよびその製造方法を提供することによって、上述の従来技術
の問題を解決することである。
【課題を解決するための手段】
【００１７】
　以下では添付の図面を参照しながら本発明を説明する。図面は、十分かつ詳細に発明を
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説明すべく本発明の好ましい実施例を示したものである。つまり、図面では好ましい実施
例が示されているので、発明の技術分野における一般的知識を有する者は、本明細書で開
示される技術情報を用いて発明を容易に実施できる。
【００１８】
　以下では、ライン型の加熱要素構造を備えたプレート型ヒーターと異なり、面全体（ま
たは表面全体）にわたって熱を発生させる全面プレート型ヒーター（all-surface plate-
type heater）を開示する。
【００１９】
　上記目的を達成するために、本発明のプレート型ヒーターは、相互に接合された第１外
側カバーおよび第１中間層を含む上側要素と、相互に接合された第２外側カバーおよび第
２中間層を含む下側要素とを有して成り、加熱要素（または発熱要素、heating element
）が前記上側要素と下側要素との間に配置されており、かかる加熱要素の表面には配線（
または電線、wire）が積層（またはラミネート、laminate）されている。
【００２０】
　本発明のプレート型ヒーターの製造方法は、接合された外側カバーと中間層とをそれぞ
れ含む上側要素および下側要素を製造する工程と、下側要素の上部表面全体に加熱要素を
設ける工程と、電気エネルギーの供給に使用される導電性配線を加熱要素の端部（または
末端）に積層によって取り付ける工程と、上側要素と加熱要素を設けた下側要素とを接合
する工程とを含んで成る。
【発明を実施するための最良の形態】
【００２１】
　図２は本発明の実施例のプレート型ヒーターの平面図を示している。図３Ａはかかるプ
レート型ヒーターの構造を示す図であり、図３Ｂはかかるプレート型ヒーターの最終の製
造完成図である。
【００２２】
以下では、図２、３Ａおよび３Ｂを参照して説明を行う。
【００２３】
　本発明の実施例のプレート型ヒーターは、相互に接合された第１外側カバー（１０１）
および第１中間層（１０２）を含む上側要素（１００）と、相互に接合された第２外側カ
バー（２０１）および第２中間層（２０２）を含む下側要素（２００）とを有して成り、
炭素化合物（３００）が上側要素（１００）と下側要素（２００）との間に配置され、熱
発生層（３００）の表面に配線（４００）が溶融接合されている。
【００２４】
　かかる場合、炭素化合物（３００）によって電気エネルギーが熱エネルギーに変換され
、それによって遠赤外線が放出される。
【００２５】
　更に、第１中間層（１０２）および第２中間層（２０２）は、熱発生炭素化合物（３０
０）からの電気を遮断し、装置（またはヒーター）の当初の形状を維持する主たる要素と
して機能している。つまり、第１中間層（１０２）および第２中間層（２０２）は、炭素
化合物（３００）の印刷を改良する絶縁材を成している。
【００２６】
　一方、第１外側カバー（１０１）および第２外側カバー（２０１）は、炭素化合物（３
００）からの電気を遮断し、装置（またはヒーター）の当初の形状を維持する二次的な要
素として機能している。第１外側カバー（１０１）および第２外側カバー（２０１）は、
印刷可能な表面を有するポリオレフィン系材料の外側カバーを形成している。
【００２７】
　また、配線（４００）は、接着剤を使用せずに積層によってのみ通電フィルム（通電配
線）上の所定位置に固定されている。配線（４００）は、導電性材料（たとえば銅）から
成るものであってよく、あるいは、実質的に平坦（またはフラット）な形状に押圧（また
はプレス）された編組配線（braided wire）であってよい。
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【００２８】
　本発明のプレート型ヒーターの製造方法では、まず、第１外側カバー（１０１）および
第１中間層（１０２）から成る上側要素（１００）と、第２外側カバー（２０１）および
第２中間層（２０２）から成る下側要素（２００）とを製造する。かかる場合、上側要素
を構成する第１外側カバー（１０１）と下側要素を構成する第２外側カバー（２０１）と
は同じ材料から成っており、また、上側要素を構成する第１中間層（１０２）と下側要素
を構成する第２中間層（２０２）とは同じ材料からなるので、以下の説明では第１外側カ
バーおよび第１中間層についてのみ説明を行う。
【００２９】
　第１外側カバー（１０１）では、耐熱性および熱保持性および寸法安定性を考慮すると
、１５０℃以下の温度で変形することのないポリエチレン（ＰＥＴ）、ポリプロピレン（
ＰＰ）、ナイロンまたは同様の材料を含む樹脂フィルムが、その耐久性、耐熱性、透明性
、印刷特性等の理由でフィルムとして選択される。これらのフィルムはプレート型ヒータ
ーの最外側部の外側カバーとして用いられる。また、これらのフィルムの背面にはロゴや
広告宣伝用のスローガンなどが印刷され得る。
【００３０】
尚、第２中間層（１０２）は、従来のプレート型ヒーターまたはライン型ヒーターには見
られない。従来のプレート型ヒーターまたはライン型ヒーターでは、中間層を用いること
なく外側カバーフィルムが熱発生層に接着剤を用いて直接的に取り付けられているので（
乾燥積層法）、ヒーター自体の絶縁特性や熱保持特性に関して多くの問題を生じ、安定性
について極めて深刻な問題が引き起こされる。このような電気的安定性の問題に起因して
火災の危険が常に存在している。
【００３１】
　これらの欠点を改善し、電気絶縁特性および熱保持特性を向上させ、既存の乾燥積層法
に関する問題を考慮して安定性を向上させるために、不織布（例えば、ポリエチレンやポ
リプロピレンなど）、紙またはコットン布が、第１中間層（１０２）に選択される。通常
、これらの材料は、幅が約５０ｃｍ～約２００ｃｍで使用され、１５０℃の温度で変形し
ないものである。
【００３２】
　上述したように、第１外側カバー（１０１）および第１中間層（１０２）を接合して上
側要素（１００）を製作する。ここで、接合に使用される樹脂は１００～１７０℃の融点
を有するポリオレフィン樹脂であるので、かかる樹脂は３００℃で溶融する。押出コーテ
ィングを個々に又は組み合わせて行い、第１外側カバー（１０１）と第１中間層（１０２
）とを接合して上側要素（１００）の製作を行う。
【００３３】
　このような方法を使用することによって、次に、第２外側カバー（２０１）と第２中間
層（２０２）とを接合して下側要素（２００）を製作する。
【００３４】
　ここで、外側カバーおよび中間層を接合するのに使用される押出コーティング法（押出
積層法）は、あらゆるプレート型ヒーターまたはライン型ヒーターの製造時の接着に際し
て従来技術で用いられる乾燥積層法とは全く異なる。
【００３５】
　上述したように、最外側カバー（１０１）および中間層（１０２）を有して成る上側要
素（１００）（上側要素の表面には社名ロゴまたはスローガンが印刷される場合がある）
と、下側要素（２００）（下側要素は使用時に地面に置かれ、スローガンを有していない
）とを製作した後、炭素化合物材料（硬化した状態の炭素化合物材料）を下側要素（２０
０）の表面上に配置し、第２炭素化合物（３００）を、その導電性および熱発生特性を考
慮して、グラビア印刷（gravure printing）によって積層する。尚、グラビア印刷では、
グラビア印刷ローラのメッシュサイズを８０＃～１５０＃とし、加熱幅に合わせてメッシ
ュ印刷面の幅を５０ｃｍ～２００ｃｍに調節する。
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【００３６】
　ヒーター製造に常套的に使用される印刷法はスクリーン印刷法である。スクリーン印刷
法では積層印刷ができないので、高粘度インクを用いて、スクリーン印刷法による印刷の
後に、最外側カバーを乾燥積層法によって取り付けていた。しかしながら、導電率および
熱量を粘度によって調節しなければならず、かかる調節を正確に行うことは非常に困難で
ある。従って、製造される製品はシンプルなものとなってしまう。
【００３７】
　これを補うために、本発明の場合のようにグラビア印刷法を用いる場合、炭素複合化合
物（３００）の濃度および積層の厚さを考慮することになり、単層または多層から成る積
層を顧客の要求および目的とする用途に応じて行うことができる。印刷ローラのメッシュ
サイズを調節することによって、より正確な調節を行うことができる。この場合に重要な
事項について言えば、８０メッシュ以下のサイズでは、インクがにじみ、精密な製品製造
を困難にする一方で、１５０以上のメッシュサイズでは、インクが十分に適用されず、製
品製造を不可能にする。従って、本発明のグラビア印刷法では、あらゆる場合において、
８０＃～１５０＃のメッシュサイズで製造を行う必要がある。これにより、いかなる条件
下であっても、必要とされる導電性および熱量の調節が可能となる。
【００３８】
　上述したように上側要素（１００）および下側要素（２００）の製作が完了し、これに
炭素化合物（３００）を設けた後、上側要素（１００）と下側要素（２００）とを接合し
てプレート型ヒーターを完成させる。１０本以上の薄い撚り合された銅線のストランドか
ら成り、２～３ｍｍ、より好ましくは２～２．３ｍｍの外径を有する通電配線または通電
編組配線（４００）を埋め込むために、任意に穴を空けた銅板完成品を、ポリオレフィン
樹脂を用いて溶解させて積層された炭素化合物（３００）の端部（または必要なら炭素化
合物の中央）に取り付け、押出積層法（または押出ラミネーション、extrusion laminati
on method）によって接合し完成させる。
【００３９】
　本発明では、既存のプレート（ライン）型ヒーターの欠点（即ち、導電性接着剤を用い
る際の通電フィルムに対する接着に起因した問題）を解決するために、配線（４００）を
接着剤を用いずに単に積層によって所定の位置に固定している、このように配線（４００
）を固定するために、全体で約２～３ｍｍ以上（フラットなストリップ配線または薄い編
組配線（撚られた配線））の直径を有する配線をできるだけフラットな形状となるように
圧縮処理して使用する。炭素化合物（３００）の設置面に接着させる面を広くするために
、または、製造に際して表面から突出する領域を最小限にして審美的に好ましい外観を維
持するために、配線を平坦な形状にまで処理する。
【００４０】
　上述したように、全体の幅は目的とする用途に応じて調節することができる。より具体
的には、配線（４００）の厚さを調節することによって、１メートル以上（かつ１００メ
ートル以下）の最小構造幅を有する製品を切断することなく製造できる。
【００４１】
　プレート型ヒーターの幅は大きくなければならないが、高温を要する場合には、より厚
い配線を用いてもよい。使用電圧としては交流（ＡＣ）か直流（ＤＣ）のいずれかを使用
できる。電圧範囲は６Ｖ～４００Ｖが好ましい。更に、導電率は０～１０２であり、電気
抵抗は０～９００Ωであり、炭素化合物の適用厚さは１０～１００μｍであり、熱発生幅
は５０～２００ｃｍであり、遠赤外線パーセンテージ（far infrared radiation percent
age）は８７．５％である。
【００４２】
　本発明のプレート型ヒーターの炭素化合物（遠赤外線伝導性インク）のおおよその組成
は、３０．４％のウレタンポリマー樹脂、１５．６％の導電性粉末（例えば、炭素ポリマ
ー）、４％の添加剤（例えば、接着剤）、および５０％の希釈溶剤（例えば、水または希
釈剤）となっている。
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【００４３】
　図４は、本発明の実施例におけるプレート型ヒーターの仕様例を示す。これとは異なる
サイズのものを同様に製造してもよい。
【００４４】
　図４に示すように、プレート型ヒーターの全体の幅（Ａ）は１００ｃｍである。そして
、電流を加えた際に熱を発生する部分の幅（Ｂ）は４５ｃｍであり、電流を加えた際に熱
を発生しない部分の幅（Ｃ）は４７ｃｍである。電流も通さず、熱も発生しない残りの部
分の幅（Ｄ）は１．５ｃｍである。
【００４５】
　全幅のうち半分のみが必要な場合には、製品を中央（Ｅ）で切断して使用することがで
き、これは電気的観点からは何の問題も引き起こすものでない。
【００４６】
　上述したように、本発明では、ライン型ヒーターに比べて、表面全体にわたって容易に
電流および熱が発生するので、熱量の半分を用いて全表面を均一に加熱することができる
。それゆえ、無駄がなく、通電領域となる配線を、用途や懸案の表面領域が求める薄い厚
さとなるようにできる。
【００４７】
　更に、配線に対して接着剤を使用しないので、時間の経過に伴って炭化現象が発生する
という可能性が低くなり、配線の厚さを調節することができるので、加熱に起因する火災
の危険性がない。
【００４８】
　切断または接続することなく本発明を利用することができるので、ライン型ヒーターと
比べて、操作はシンプルかつ容易であり、生じる熱および遠赤外線は全表面積に基づいて
約２倍の増加となり得る。
【００４９】
　更に、他の熱電式導電体を必要としないので、ラミネート紙で覆われたフロアの場合お
よび誘導電流がヒーターにて発生する場合に本発明を利用することができる。その場合、
かかる電流は、シールドを用いることおよび装置を接地することによって完全に取り除く
ことができる。
【００５０】
　電磁波の発生する程度も比較的低く、炭素化合物が実質的に損傷を受けることなく電磁
波を吸収する。
【００５１】
　押出積層法では接着剤ではなくポリオレフィン樹脂を用いるので、通電銅フィルムの厚
さは用途および対象とする条件に基づいて選択することができ、幅の大きい製品（従来技
術のライン型ヒーターの幅の５倍までの幅を有する製品）も製造することができる。
【００５２】
　本発明のプレート型ヒーターに用いられる炭素化合物中の炭素は、多くの応用例（また
は適用）および特性を有することで周知であり、熱についての利点だけでなく、遠赤外線
についての利点も備えており、例えば、電磁波の吸収、脱臭、重金属の吸収、遠赤外線の
発生、湿度の調節、バクテリアの除去、農薬や酸性化の影響の防止およびアニオンの生成
といったような効果を有している。
【００５３】
　炭素を上述したように熱発生物質として使用する場合、電気抵抗加熱要素を介して少な
い電気エネルギーを用いて多くの熱量を得ることができるので、未来志向のエネルギー用
途に用いることができる。例えば、発明を、米や野菜の稚苗等の育成、乾燥（遠赤外線乾
燥および乾燥後の再給湿に際して原型の８０％が回復する殺菌作用）、マッシュルーム育
成、畜産、寝具（ヘルスベッドおよびフロアクッション）、構造物（加熱材）、および食
料品（ローストした肉や魚の家庭での食品加工）等の領域に適用することができる。
【実施例】
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【００５４】
　以下の表１では、本発明の実施例のプレート型ヒーターを使用した場合と個々の加熱材
を使用した場合とのエネルギー消費量が比較されている。
【００５５】
【表１】

１）１ｐｙｏｎｇは３．９５４平方ヤードに等しい。
２）韓国ウォン基準
【００５６】
　表１は、１日当たり８時間の作動を３０日間行ったものである（外部温度が０℃に維持
され、内部温度が２２℃に維持された）。
【００５７】
　表１から分かるように、プレート型ヒーターを使用した場合、単位ｐｙｏｎｇ当たりの
加熱コストを大きく減少させることができ、同様のユニットを使用した１ヶ月の深夜の消
費電力と比べて、約半分の低減を達成することができる。
【００５８】
　好ましい実施例に従って本発明の技術的概念について具体的に説明してきたが、かかる
実施例は単に例示にすぎず、本発明を限定するものではないことに留意されたい。更に、
本発明の分野の当業者は、本発明の技術的概念の範囲から外れることなく多くの実施例が
可能であることを理解されるであろう。
【００５９】
　本発明では全面ヒーター構造を有するプレート型ヒーターが提供されるので、発生する
熱量または遠赤外線量を増加させることが可能であるといった効果を有している。
【００６０】
　また、本発明は、接着法を用いるのではなく押出積層法によって、通電フィルムの取付
けを行うので、幅の大きい製品を製造することが可能であるといった効果も有している。
【産業上の利用可能性】
【００６１】
　本発明のプレート型ヒーターは、マット、ベッド、ベッドマットレス、電気キルトおよ
び毛布、ならびに、アパートおよび一般住宅住居の住宅用加熱デバイス等に幅広く使用さ
れる。更に、本発明のプレート型ヒーターは、オフィスおよび店舗などの商業用建物のた
めのヒーター、工場、倉庫およびバラックのための産業用ヒーター、更には工業用途のヒ
ーター、および、農業設備（例えば、農産物用のビニールハウスおよび乾燥システム）の
ためのヒーターに使用されていたり、種々の凍結防止システム（例えば、雪を融かし道路
や駐車場の凍結を防止するための装置）にも使用される。また、プレート型ヒーターは、
レクリエーション用途、防寒用途、家庭用電気器具の用途、鏡やガラス上に蒸気が形成さ
れるのを防止する装置の用途、ヘルスケア用途、家畜の飼育等の用途も有している。
【図面の簡単な説明】
【００６２】
【図１】図１は、従来技術のプレート型ヒーターの構造を示す図である。
【図２】図２は、本発明の実施例のプレート型ヒーターの平面図を示す図である。
【図３Ａ】図３Ａは、本発明の実施例のプレート型ヒーターの構造を示す図である。
【図３Ｂ】図３Ｂは、本発明のプレート型ヒーターを示す最終の製造完成図である。
【図４】図４は、本発明の実施例のプレート型ヒーターの仕様例を示す図である。
【符号の説明】
【００６３】
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　１００：上側要素
　１０１：第１外側カバー
　１０２：第１中間層
　２００：下側要素
　２０１：第２外側カバー
　２０２：第２中間層
　３００：炭素化合物
　４００：配線（または電線）

【図１】

【図２】

【図３Ａ】

【図３Ｂ】
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